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企業新設お上び凶有｛ヒを問題と Jる以 I., れだけ新設にJrtる民間資本の側かムの抵抗も少




その日正 Iv どが手i］潤のft~いものでありラ( t L、＊‘!"fl麦；こんるよI［！ぶ
iで1¥F古本十、l時：＼！［以！の設俄殺資をしたがじぬ点） ,:'. ＼、；t[k] fr iヒ・J-,. r-1，ぴ｝企：f；士和J/t （＿、11 
民間資本の;)-ilfてふ Jた土 L、行特殊な事↑古かん，pj 政（i):t:;, I，：＇ドJ1)／促の｛r,：山険，；.I
刊に 1／：二 J ,1どのものにhらなか r ' {lJje >jJ¥-1'1¥: i I 、泊＼ fレ，＼く.＼＿－ i, ／ト主 l•./.1if/(
とのこと J;，，われわれはすでにIで杉！Jt LたG，－ ,・i 1）泊三；；，：大戦iを5:1!、，'7:I t: (. ［二山 f rリケwl¥2 
そ！、 j、j、外的産業分日！？／＼内企業新誌に J 山、どf,.J声明[rJ元‘JI’（た桂i年建誌の必張／； ι「:'1j tcどでIt、
2ιγ I’ 
」事）民If＼］資本山 f シアティブに任命せて，i士、IJcl if L二！，拡経済分野i＇介人してL、／：土日－ftに，
という A 般方針を述べI I,/'. t，、i~ 11，参加するjけとんど干子｛J:：，：し、（（か ，j;こ，ト民間工業企業に、
(jJ頁）だけで，具体的産業分野の明てL、.；：， ( : J}'i, 七／こるノU策i工、 !J］に上ィj{Jて元三山事Ii，立とべi一口♂［ 司げ
一「.；，＿ l ＿.，－、－ふ，、




lりう 1さ，;J.i、速な経済発展の必要点、仁川家！iミ：]IT ／「三 1,lノ方通 C',
：：：＇.，＼］~！ な i玉！家の基礎的産業情造の建設および（五i家によ ζ｝イI':j友：生産／，~酌；：介入 L て〈乙際には，

























るっ [IJ1fiヒによ r 》 c,かたりの圧力を政府の政策決定に
及i1Lえナこと L、う二とであるc
資本に有利；二、
19 rn年声明のだJぶご；＼ !1 J J Y1己だ J ヲl¥lWfI Jの
旧家に上る企業の新設は，既｛（の二JiにJJL, 資本IJ民会議（恨の経済欄問委員i二三十日古の｛をか 1・》2






























































同様に[}i.］千百ヒのための補償ti: Iv，λ、J.1-ev、i＂ι。「既存J）工土＇.｝を t'lKしと運’討する仁り it，むし？斗'; , 
tcん ＇＞),,},LてU、なのuすi1反抗IJ/Uの方策につL、ても，ろ他の分lj!fて、新しい生産単位にち1)J士長中j’ILt:!) 
(dAl) Dー II. Buchanan, The n，’vclof>mn,t of 
Capitalistic E11tc1prise in India, 19::l4 
D. R. （；出lgil, The Industrial Euolution of India 
in Recent Times, 19:>4. 
C ,J.1＇.！〕 ConstバuentAssembly of India (Le ・isla 


















ka Ray (W出 tBengal）は， ニの声明発言受数日 1J/から
の株式取，；；，『の Ii;＼況を批 l~J し u 、る（Jl. 341:J ., 
(t143) 議会における産業供給相S•P ・ムケノレジ
ーの説明 fr，司上、 pp.3：＼同～3:1%,pp. 3426～:3428¥ 
K ・サンターナム（｜司f:,pp. 3396～3:398), M ・ R • 
マリエ（l"iI二， pp.339〔！～：！40ゴJ司 J • p • •> L りわ
タパア〔悶Iニ， pp.3414～3417), P • J・ネルー（向







(il45) Rejうort of the Ernnoけ昨 Proιram me 
Committee, Sub-Committee to Consider Develoρ－ 
































































































大をi¥ (t＇） にうたっているが， どちれかという壬
民間資本の肩がわり的性格が強く， ボンベイ・プ
ラン，~1）に属する。


































































だが， 2～ 3年後には， 固有化と社会化の機が熟
し， セ要産業はすべて固有化されよう」と述べた
















（生47〕 ConstituentAssembly of India (Legisla-





Cl主48〕 大内穂， lJi掲奮， 92～93ベージ。
(1149〕 Resolutions on Economic Policy and 
Programme 1924 54, AICC, New Delhi, 1954, p. 32. 
（注50) K. T. Shah, National Planning, Princi-
ples and Administration, National Planning Com・
mittee Series, Bombay, Vora & Co., 1948. 




India, B刊行1bay,!Iind Kitab Ltrl. 
（注日l〕 Electi川 1l¥lanifesto, Indian '-lalional Con-
gress Committee, Resolution on Economic Policy 
and Programme l.'121 54, pp. 16～17. 
（注5'2) Constit11rnt Asse111！.｛γof lndi,r Debal<', 


















（注日） 1947年lI f，グラ廿ィ；ま，ア λj力輸出人
銀行の借款供与の将来について締出 L，イント政府の
国有イヒ政策に警告をうえた。
S. L. Polai, Seleιt I>ocument India l.'147 50, Vol. 



























3. この第7項をうけて， 1949年 3月，工業
Ci剰だ・統制〕法案〔Indw寸前s (Development and 
心mtrol)Bill, 1949 Jが議会に提出された。約2年後
に同法案は， 1951年工業（開発・規制）法〔Industries




























Ti-＼、こどは日月「〉かであろ，. 同様の三と 1:1:, ｛阿見IJ産
業 •l ・レー 7＇てとに作：， ;j Lた開発落議会内構成どぞ
の機能r.n侭＇iこ／）＼、ても L九、うるのであるυ
1克に‘ 尽力年計！阿立案に際Lて：t, -:.h「予審議
会が積極的に努力日しているり T•T ・ケ H シ z ナ
ずチ γリの言に上れ：:f、「第 1次 5与一年，t十回の民間
？千τ，.葉書~門の草木的正両；士， 多数の民間実業家主












( cL:i(i) l'bnnin，：仁川nrni出｝りn, First Fi,・c 'fear 
T'!an, p. :>4 
〔；i日7) ']1木弘折、「イン；【ff手：ri/¥ ;HJ lt ,. I 1,i.' 't .h'去
のム；id』可｛げlJ光事； r;rt料給 J(if;τ アシ 1 %；手di研究l¥i,
:S・ 、一、
1.h• I, 'Uc:'：：ょ、 ( j ;. , :'., 析し：i;IJ［（川11rol)c' 
iよ：;j,1] (Regulation）とはさして厳泌には使い分けられて
l.・ないようである。
C i.!58) 'l,1f’Ll r;t .tL展状況，生産コストの1(i/,：化，
トケゾ 7イングの改良，，＼？，質改善， l:;,'/4t)'J,'.t汗｛ヒ，労
{fiJ'I：産 lt<Iコ向上~，；，；の事 i議を行なう。
ふT59) Speed附イT.T. Krishnamachari, p‘16. 




























それても，第 i次 5｝］ 年計世i（／）期間中に，たと
61 
1966040064.TIF











ーハノ一；， R • C ・アケ ・L I／ル等）かん、 こィLが，
l(I間資本をi/4’迫し，投資意欲を阻害しているとし
て強力な攻製が展開され， このi司千J化留保条羽が
1956if.・'16t、政策決裁にJ九、てJI'見搭，＼ iJ ;', j Lるま
で続u、／こ。
にもかかわらず，第 1次 5)J年計酬の期IMJqiiこ




工場， il:1 I l士国有化 u二。これらす〆＼て円引合iこ，
旧所有自・株主にと－・ご {J凡な条件・・・11in制の決
定がなされた（注63）。
しかしこれらの国有化は，し、ずれも l9481f f! iyJ 







たが，；む lJ: 5カ年計1日1il'・il始時の1951午・1) J iこは，
123.6首tレピ、にふえ，さらに，第 1;,: 5ノり年計um
62 




































いt:' 、コ Dlえて， El49年の資本発行免除；t( apit,tl 
lsリ＇－ Exeヒpti"n( lrl,r, 1り1りI f土，資本発行ft-1＇；古免
｜泳心＇！範聞を！よ；）， ！いハそう政府の資本ヲen続（HIJ)
均県を薄＼ !_ U 、子面己主ふる。
5. さらに政府に， ,il!H見守：iで融政京、投・融資
政京による民間資本＂＇の li接的規制手段をもって
いて I~Llお～ 19',1'oj寸 ζ〉諜院に一」年’ 3 、、主）／）＇，
（ド以来、 新しい免除始目がつぎ J ノぎにと「，Lt:こり
19出 if,J J J l 1J川洋rJ:立主 i l ／こ新し い建物・ og 
・機械に J ) y 、ーょう むこう !'iif1¥J It f'i¥必i位除士三倍
l二，JIl上iT司 l Jこl¥) 1:-¥'i" ;1 I iよ！｝ ' i'1 'i＇こう：lfJ-!i¥J 
に%Ji：法一j,c'.J心る挿；企業；：i士、 1 ,r11 HitH；色合 5"VI/¥J 
,; lき l.i「ふこととし‘ 1（心三 ＇卜＇） l七tJftNcr;, ’』 -T ,_ ' 
は｛lr;[':1企業＇＇－ ,} ）免除J昔if｛乙；iため心，，il 、 さ人；：＇.）白：
同び）J門f見itヲ 第三次 5つ'cf,H-日制士一勺，JIさ延；IiIL 
寸h
J『。 組問制度士通して C！企主規制，-t令 ノI.':長i二、 ド；
1::1 企業•／）保道政策と［て機能すとiii百 ；）： •J(［＼＇.、二とは
J.U> .. ' i＇明んかであ〆： ＞・c 
{ ト Iごす11/,iJl-l(JーをJtiじて fi 人、う :i，：融政策し＇） {i・) 
ll'.:I/\JftJ~ ，.1 ＞視庁tlJ 合J)l札口， インド，,II l!;l/1企業ゾ）｛支白
ピ{ii；ヘ市（／.～ 1；すi'.ij・¥J iてとやトliJ資金i:/!( fr寸心Ji（；－・，、
が大きく I：；，＼六万，n), おのすか「》そこl二IH'fl.h子f
ftする。
特殊余M虫械問を；j持LてnlfOtをi’J'.1 1, Jl m:J J 1 : j強め
じjL,' -J点）ると I‘、,J,;j' ;:, ，う；、 これとて 4.貸付資本



















(!,:CiJf〕 R山中川・ !>an／， οf 11,li川 l!u!lctin， お仁vt
E):,7 t , i', •.\: 











l i；ミ ;・1、‘，rif C《，mmiお討i什n)のh支世2も， i氾Hも・仙片手十政
策Hi々、 1',iTW>J産業の｛県議・育戒を「I(t'Jとしたも山
て烏〉 ' /・ ' ，、一、〆， i芯！可委 El会によって ~'F0 された設viii
J支店（.こ ＜、｝し ζ；t' i吉村・原料・輪j[fcVそしハ i在w~G: 
1 i京（二義f;ノ iけたの l,モうである。
7. この上うな 3 連の I1:l¥J資本山保護・育成禄






I, I " [Jl-( l 人？ljたり 11r1!rもfilび悩んど Cfi1 1·~1. 
比三 J♂三）！I{) •i!71 I。
二；12表 l:t：，＇.，ゐ｛長力￥ら：：；＇l1沙； 5 71 '1今，；I i~1fk(f 了までび） ( L ト
u>1mi::1•!1 nな人ひ：にiLj ( l人：＇1tこり／,r i:J (/) j主的
1!:l 1'.: 所 1＇十
！作（lj'・ f,': : !000万ルビー）














































Cll¥1U ＜〕れvcrnmentc,f l 11dia, Incli，人 A R，ゾCl"<'l/CC





(/) 1i',j_ i；という福祉li家的｛Il］而上り fJ:, いっそうポ
ぃ、イ・ノ0~；ンにみ人it る国家に k る民間企業の
Jtl)J育成川而を強調しそれを通じての鉱工業生
産，／）拡大とレう線を打-t;tL¥L, それに必要なかさ
191刊行二fldl)jをうけた第 l;y; 5 )] 1f,I寸前川期待し りhこじける規制を子定したにすぎなかったといえ
国民経済，成長傾向











人、， iニ：； i'¥ :'., 
1 
わ（）
Ii I L I 
＇］，－＿← l l 日； 1,;,; :0 I九＇＂

















ヘ JJ:J{J]三（午.Iriニロ＋：uq，ぺ，＼ 、，i:'t:l{U1 Lま能 iJ ♂， J1l:•JU 8, 1見m1Jじり性格が上述のごときものであったしこ
it, ;f uli期間中に行なわれず，民間Ji;
てリとり早〈手lj潤の1袋f号白ぞきる消2長；付工業（午与；こ 対 Lてなお不平ぴ）戸が｜爺カ通れた(/172)0 
綿 荒川WI，〆ーヨー紙、／ユート 1:Uに！1］；ト 氏間資本山論理カミんは，政！下i（！）政策が， 1)1拷iに
, i た。生産日rn111Jてt土，第 l(}'. ！）力1¥;J-1ilj/J: f(,( lifばj' fこl立J妥某｛礎i坐；業（／） 回千f{ヒ政策カ、ら一→苦i一
を%:i'<、た鉄~1耳司ピ／ Lト，機械吟（ヒr、J
iモ｜；円投資は ・）之：口陪を達したとい、え J；》が， f jレ ;j；る政H'.fc!）：食業新i：笠 O＇汗の J;礎産ヨi:'U＞｝－非〉一→企
、二ウム， l流酸、 fヒ主y：ノ：ル）ブ1ヘどit，大きな資本 業，＿I）統制とl見H,IJ－ーパドーなる企業の規制の段階かじ
投下を必要と寸ろしラ その利潤が祁対IY0にiK・，、た →さらに後退させて， なるべく政府の干渉を排
め句民間資本Cl)-!4t資はほとんどjJi主人：れつ丘、 除し主ったく白rBJ！£任の手I］潤追求のできる方向全
第 li欠5IJ年計jl1f（／）後で（］灼，qKJiJT・T・ Jr;［，，］することは》＇i然であるから，最終的には，現
クリシムナ ＇ i r-γIJ +.UHl:t I I引；＼J;'Wl1Ji士J>Iこし合
64 
{E Cl J IJl;¥,IJ (I l撤廃を求めるであんう ω しかし現0:i倍
結び
1966040067.TIF













いろ 時lこ， 企業の拡収， Ylih!,Yt幌、外貨割当て
; ) ,;2;1J今？をめぐり，他方， 政山； .• 1；汗そ間企業へ
1¥!J政援助の提供， 民！日1{1了fJ,V,',山口付け，政党
•. ，＿，，政治献金等の過程をJljじて i: jます一， 民間
資本と国民会議派ならびにと級官僚腐との接触を
深めていく条件が熟している。
Ot6o) I’Janning Cammi回 ion, Fii・st Fiτ •e Year 
Plan, p. 1, p. 422. 
( Hi！〕 Revi,
十！'(:i',t。
(l1i2〕 FirstFiτ・e 1:・a r T'l,a人 p.•L?.
ぐhl行3) Sailen Ghoぶh，ο， the I'uhlic Sector, 
I qιpp.39～42. 
古賀正目lj，『インドの凶有部門（1）』， p.293. 日本エ
カブニrー協会， rインドの経済関係f！（）立慨'li』， 1962,pp, 
29～32. 
(/)'64 ] Resen•e Rank of Indiaβuleti1, J unc 
19行1,p. 740. 
f 心5) Ibid. 
し1li6) Estimates of Sati川 1ul!11come, 1948/49 
to 1956/5久 New Delhi, l'J日付




( i 68) Registration四 dLicensi日日 of Industrial 
ti，、，dcrtakingsRules 1952一一一I9fr1i ，二じた lie,¥i Lる。
c，附） ',:n正員I］，前掲者， lム 34.
( /1:70) Government of India, Report of the 
λfonopolies lnquiゥ Commission,Vol. I and I, 1965 
tr:参！問主れたい。
（／＿ヒ71) 1952｛ドの 4J から 9｝］にかけて行なわれた
National Sample Survey によれば， 関民の消費支Il
日 f,;)-,; 1以上（61.3%）を食’/'i支Uiが，＇itノ，品E類は
7. 7'¥, j烈 nas.5%，様式交,liU5.6ヲふ＂＇~サーピ
Fξil/,.1，＇；ふとなっており，教育代・ぅミ f凶・／＇i.（＇：.%・家
!i ・it,¥ i，ジ、への支出は，ゴ；三一治＇／＇／：を！！：ク y,1，＇も 取るに




ril' ,3 n会による公式推：！の数字でさえ， 1956年初めに
i・ f ＇.／ ドピ：，：lO万人を上回ってし.t.こっ
C!T7'.n ti' I務，『インド国民S：ぷ派政府ο夜、 iて業政





































その後 ｝） 声明ハ民間され l：現わil るのであと｝り
公共部門投資の不振は， 1948年声明の規
公正. I jjな範Jj限界性と無日目係で； Ifもかっrご, 
既存民間企業の国有化を避け補償の原則を掲げ，
時（ •. ; i It、て干l];fij率の十1{fi'tりに低：、Yi干の十円ド限
定したことといい，民間企業の規制の仕方とし、い，
ここから帰約，.~ iLるElt叫，声明υ。；.＼／.範の松！止にあ
国家i乙j；ふ基礎内2慢の新設を，る力・；：iとし、 1、，
とりわけ既私有財産制の原則のl思持，る理念は，
しヵ、存民間資本I)f町華強化 1てL、うことこふったけ
苦干，， .~；礎産呆ノt,了 lO年後心I有iにお＇.＇「，も
この戸化する可能性をも規定しているところに，
明♂）非常に興味ある特色を見いに j（つであノ：｝
資本の完全な私的所有にも徹しきれず
イコ
とまり，
新しく禿展L、＇－c社会il＞、も踏みlJ)LずにL、己、
しつつある凶の過渡期における混在した所有制の
‘／コび〉イン
i、（t'JふりかJこをぷしてい心。とf,J!lil！こ， 1Y1付与チJ
明という経済法規範を貫く民間資本の強化とし、う
理念と国家唾設の必要との間の相先uの
建設めれて挺
｜消させていくインドの現実の政治的・経済的勢力
配慨を反映してL、る。
二の後， 1956年産業政策決議に才1いて脱終させ
こν）I; d月を成1にさせ，理念t工，
られる 1948年声明の国有化 10年留保条項の推移
この政治と経済に土どがるりど‘ ある符済規
66 
